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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 第54期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 31,468 28,121 27,748 63,097 57,379 

経常利益 (百万円) 1,036 867 1,045 1,825 1,875 

中間（当期）純利益 (百万円) 341 283 415 532 887 

純資産額 (百万円) 22,112 23,002 22,864 23,259 22,987 

総資産額 (百万円) 46,539 47,077 47,669 48,878 46,542 

１株当たり純資産額 (円) 594.06 599.75 601.33 616.26 603.69 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 9.21 7.50 11.02 13.91 23.53 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 47.5 48.0 47.5 47.6 48.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 908 400 1,136 1,684 1,405 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,002 △875 △1,155 △2,629 △1,698 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 140 △625 378 1,724 △751 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 5,946 5,580 5,995 6,680 5,636 

従業員数 

〔外、平均臨時 

雇用者数〕 

(人) 
1,459 

[584] 

1,353 

[423] 

1,290 

[365] 

1,393 

[545] 

1,290 

[352] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 25,907 24,891 25,898 52,523 52,103 

経常利益 (百万円) 689 438 824 926 1,060 

中間（当期）純利益 (百万円) 499 213 442 655 511 

資本金 (百万円) 3,502 3,502 3,502 3,502 3,502 

発行済株式総数 (千株) 38,277 38,277 38,277 38,277 38,277 

純資産額 (百万円) 20,167 20,557 20,317 21,269 20,390 

総資産額 (百万円) 39,949 41,031 41,900 41,899 40,872 

１株当たり純資産額 (円) 541.69 545.23 539.33 563.59 541.00 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
(円) 13.41 5.67 11.73 17.23 13.55 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 7.75 7.75 7.75 15.50 15.50 

自己資本比率 (％) 50.5 50.1 48.5 50.8 49.9 

従業員数 

〔外、平均臨時 

雇用者数〕 

(人) 
673 

[7] 

687 

[6] 

684 

[9] 

670 

[7] 

685 

[7] 



２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループは労使協調を旨とし、労働組合は結成されておらず、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

食料品事業 
1,168 

[157] 
  

外食事業 
65 

[180] 
  

その他の事業 
57 

[28] 
  

合計 
1,290 

[365] 
  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  684[9] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国の経済は、好調な企業収益に伴う民間設備投資の増加により、景気は緩や

かな回復基調を維持しましたが、原油価格の高止まりや米国経済の減速等もあり、不安定な状況にありました。

 当社グループを取り巻く市場環境においても、消費者の低価格志向や購買行動に対する慎重な姿勢が継続し、

食料品消費支出が伸び悩むなか、流通業界における合併・提携が促進されたことにより、メーカー各社の販売競

争も激化し、さらに、原材料価格の上昇もあり、厳しい経営環境にありました。 

 このような下で当社グループは、収益力の向上を目指し、「お茶づけ」「ふりかけ」「みそ汁」「中華惣菜」

等の基幹商品カテゴリーの強化とオペレーションコストの削減に取り組んでまいりました。売上面におきまして

は、外食事業の売上減少により、連結売上高は277億48百万円（前年同期比98.7％）となりました。また、利益

面では全社的な諸経費の削減などにより、営業利益は９億46百万円（前年同期比123.7％）、経常利益は10億45

百万円（前年同期比120.5％）、中間純利益は４億15百万円（前年同期比146.6％）となりました。 

 以下、事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

  

① 食料品事業 

 食料品事業につきましては、安心・安全な商品の提供を最優先とし、原料の生産段階から指導を徹底すると

ともに、農薬等の検査能力を向上させるなど、品質管理体制を拡充してまいりました。 

 販売面では、消費者向けに魅力ある景品によるプレミアムキャンペーンの実施とテレビ宣伝の効果的投入に

より、主力商品の需要喚起を図ってまいりました。さらに、個々の得意先企業の状況に合った木目細かな販売

提案を実施してまいりました。 

 商品開発面では、“新しい価値の提案による顧客開拓・拡大”をテーマとし、体を温める素材の生姜をおい

しく食べるという商品コンセプトで、『「冷え知らず」さん』のカップスープ・みそ汁を発売いたしました。

また、新しいメニューである「カレー鍋」を商品化し、鍋の素市場に新規参入いたしました。さらに、中華惣

菜の素「うれしい具入り」シリーズ、「海鮮八宝春雨」等の新商品を発売いたしました。 

 以上の結果、食料品事業の売上高は、263億80百万円（前年同期比100.2％）となりました。 

  

② 外食事業 

 外食事業につきましては、一部業態で回復の傾向が見られるものの、既存店ベースのご利用者数は依然減少

しており、また、同業他社との競合が激化するなど、市場環境は引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 このような下で当社グループは、有機野菜等を中心とし「健康食材の使用」を基本コンセプトとした「自然

式食堂 餉餉（けけ）」において、店舗オペレーションの見直し及び季節限定のメニューやデザートの充実な

ど、お客様へのサービスレベルの向上に努めてまいりました。また、今後の新たな方向性として、「自然式食

堂 餉餉」のコンセプトを活用した、持ち帰り惣菜店の開店に向けた準備を進めてまいりました。 

 しかしながら、前中間期をもって回転寿司事業から撤退したことにより、外食事業の売上高は、11億19百万

円（前年同期比74.4％）となりました。 

  

③ その他の事業 

 その他の事業の売上高は、２億49百万円（前年同期比86.8％）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースのキャッシュ・フローは、営業活動及び財務活動による現金及び現金

同等物（以下「資金」という。）の増加額が、投資活動による資金の減少額を上回ったことにより、前連結会計

年度末に比べ３億58百万円増加し、当中間連結会計期間末の資金残高は、59億95百万円となりました。 

  

    ① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加額は11億36百万円（前年同期は４億円の増加）とな

りました。これは主に、売上債権の増加があったものの、税金等調整前中間純利益、減価償却費の計上及び法

人税等の還付により資金が増加したことによるものです。 

  

  ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少額は11億55百万円（前年同期は８億75百万円の減

少）となりました。これは主に、投資有価証券及び有形・無形固定資産の取得による支出があったことによる

ものです。 

  

  ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加額は３億78百万円（前年同期は６億25百万円の減

少）となりました。これは主に、短期借入金による運転資金の調達が増加したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記食料品事業「その他」の主な内訳は、業務用商品、進物品であります。 

４ 外食事業及びその他の事業は、算定が困難なため記載しておりません。 

(2）受注状況 

 一部の連結子会社は受注生産を行っておりますが、受注当日または翌日に製造・出荷の受注生産を行っておりま

すので、受注高及び受注残高の記載は省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記食料品事業「その他」の主な内訳は、業務用商品、進物品であります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

食料品事業     

お茶づけ・ふりかけ類 7,967 100.5 

スープ類 7,625 100.6 

調理食品類 9,863 99.2 

粉商品類 430 85.5 

その他 2,117 111.0 

小計 28,005 100.5 

外食事業 ― ― 

その他の事業 ― ― 

合計 28,005 100.5 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

食料品事業     

お茶づけ・ふりかけ類 7,581 99.0 

スープ類 7,127 99.5 

調理食品類 9,145 102.6 

粉商品類 306 72.7 

その他 2,218 102.3 

小計 26,380 100.2 

外食事業 1,119 74.4 

その他の事業 249 86.8 

合計 27,748 98.7 



３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社グループといたしましては、グループ全体の収益基盤の強化を図り、より着実な成長を目指すべく、以下の３

つの課題に取り組んでまいります。 

  

① 新価値提案力の強化 

 市場規模の大きな拡大が見込み難い中でも着実に市場シェアを獲得していくため、当社グループでは、マーケ

ティング部門の開発力や販売部門の企画力の向上を最優先課題として取り組み、より高品質で差別化された商

品・サービスを提供する「新価値提案力」の強化を推進してまいります。 

  

② 基幹商品カテゴリーの強化 

 長年お客様に支持を頂いてきた「お茶づけ」「ふりかけ」「みそ汁」「中華惣菜」等の基幹商品カテゴリーの

強化を積極的に推進してまいります。基幹商品カテゴリーの強化に向けては、今日的なお客様の視点に立った商

品価値向上を中心に据え、既存商品の見直しと新商品投入により市場の活性化を図ってまいります。 

  

③ コスト競争力の強化 

 商品設計の見直しや製造工程のさらなる改善を進めることで製造コストの削減に努めるとともに、間接部門に

おけるオペレーションコストの削減や販売促進費の効率的な運用を推進するため、全社的な業務改革に取り組ん

でまいります。 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

三菱商事㈱ 25,459 90.5 25,510 91.9 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  当社グループは、食料品事業及び外食事業ともに、「味ひとすじ」を企業理念として、長期的視野又は経営戦略上

急務となっている研究開発活動に、当社マーケティング本部が中心となり積極的に取り組んでおります。 

  当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、食料品事業の３億17百万円であります。 

(1)食料品事業 

 商品研究開発活動における基本的な考え方は、“創意と工夫でお客さまに喜んでいただける分かりやすい商品をま

じめに創り出す”であります。この考え方をベースに毎期取り組むべきテーマを設定し、新商品の開発と既発売商品

のリフレッシュを進めております。 

 当中間連結会計期間においては、“新しい価値の提案による顧客開拓・拡大”をテーマとした『「冷え知らず」さ

ん』のスープ・みそ汁を発売いたしました。“美容のために、体を温める素材（＝生姜）をおいしく食べる”という

コンセプトが受け入れられ、新しい顧客を開拓することができました。また、当社にとっては新規である鍋の素市場

に、新しいメニュー『カレー鍋』を発売し、新規の顧客を開拓中であります。 

 顧客拡大では、中華惣菜の素『うれしい具入り』シリーズを発売いたしました。“下ごしらえ不要、具入りの本格

中華”というコンセプトが受け入れられ、当社惣菜の素の顧客数を拡大中であります。さらに、『海鮮八宝春雨』を

発売し、売上獲得に結びついております。 

 また、当中間連結会計期間は、既発売商品の育成・強化のために、前期にも増して改善・改良に積極的に取り組み

ました。その代表例として、昭和60年に発売したロングセラー商品『生みそタイプみそ汁 あさげ』をリニューアル

し、『あさげ』の価値の強化と浸透を図っております。 

 なお、当事業に係る研究開発費は３億17百万円であります。 

 (2)外食事業 

 特記すべき事項はありません。 

 (3)その他の事業 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計

期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 116,000,000 

計 116,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 38,277,406 38,277,406 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
― 

計 38,277,406 38,277,406 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日 
― 38,277 ― 3,502 ― 6,409 



(5)【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

永 谷   博 東京都港区 2,379 6.22 

永 谷   明 東京都港区 2,292 5.99 

永 谷 宗 次 東京都渋谷区 1,846 4.82 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,803 4.71 

永 谷 三代子 東京都港区 1,758 4.59 

㈱みずほ銀行 

(常任代理人 資産管理 

サービス信託銀行㈱) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 

(東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

1,389 3.63 

松竹㈱ 東京都中央区築地４丁目１番１号 1,232 3.22 

大正製薬㈱ 東京都豊島区高田３丁目24番１号 1,130 2.95 

㈱ワコール 京都府京都市南区吉祥院中島町29 1,115 2.91 

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 819 2.14 

計 ― 15,766 41.19 



(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 427株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 1,000株（議決権１個）ありま

す。 

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    605,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,123,000 37,123 ― 

単元未満株式 普通株式    549,406 ― 
一単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数 38,277,406 ― ― 

総株主の議決権 ― 37,123 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

  株式会社永谷園 

東京都港区西新橋

二丁目36番１号 
605,000 ― 605,000 1.58 

計 ― 605,000 ― 605,000 1.58 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 912 906 899 892 885 880 

最低（円） 881 871 870 850 840 839 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはみすず監査法人及び至誠監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受け

ております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人、至誠監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 新日本監査法人 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     5,580     5,995     5,636   

２ 受取手形 
及び売掛金 

    8,451     8,664     7,929   

３ たな卸資産     6,135     6,169     6,198   

４ その他     933     764     1,083   

貸倒引当金     △8     －     －   

流動資産合計     21,091 44.8   21,593 45.3   20,847 44.8 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1) 建物及び構築物 ※２ 4,873     4,463     4,497     

(2) 機械装置 
及び運搬具 

※２ 2,204     1,987     2,031     

(3) 土地 ※２ 8,463     8,451     8,457     

(4) その他 ※２ 456     565     417     

有形固定資産合計 ※１   15,997     15,467     15,403   

２ 無形固定資産     220     173     180   

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   6,691     7,379     6,996     

(2) 保証金   2,253     1,909     1,996     

(3) その他   1,143     1,337     1,304     

貸倒引当金   △321     △191     △187     

投資その他の 
資産合計 

    9,766     10,434     10,110   

固定資産合計     25,985 55.2   26,075 54.7   25,694 55.2 

資産合計     47,077 100.0   47,669 100.0   46,542 100.0 

                      

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形 
及び買掛金  

    7,194     7,463     7,226   

２ 短期借入金 ※２   3,599     8,018     7,092   

３ 未払金     4,133     4,033     4,054   

４ 賞与引当金     478     471     465   

５ その他     1,220     1,331     844   

流動負債合計     16,627 35.3   21,319 44.7   19,683 42.3 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２   4,558     1,024     1,265   

２ 退職給付引当金     573     332     389   

３ 役員退職慰労 
引当金 

    880     941     914   

４  負ののれん ※３   661     490     588   

５ その他     772     696     712   

固定負債合計     7,447 15.8   3,485 7.3   3,870 8.3 

負債合計     24,074 51.1   24,804 52.0   23,554 50.6 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     3,502 7.4   3,502 7.3   3,502 7.5 

２ 資本剰余金     6,491 13.8   6,492 13.6   6,492 14.0 

３ 利益剰余金      15,535 33.0   15,955 33.5   15,837 34.0 

４ 自己株式      △467 △1.0   △495 △1.0   △480 △1.0 

  株主資本合計     25,062 53.2   25,454 53.4   25,352 54.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 

評価差額金 
    980 2.1   613 1.3   821 1.8 

２ 土地再評価差額金     △3,430 △7.3   △3,414 △7.2   △3,420 △7.4 

  評価・換算 

  差額等合計 
    △2,449 △5.2   △2,801 △5.9   △2,599 △5.6 

 Ⅲ 少数株主持分     389 0.9   211 0.5   234 0.5 

  純資産合計     23,002 48.9   22,864 48.0   22,987 49.4 

  負債純資産合計     47,077 100.0   47,669 100.0   46,542 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     28,121 100.0   27,748 100.0   57,379 100.0 

Ⅱ 売上原価     14,854 52.8   14,701 53.0   30,299 52.8 

売上総利益     13,267 47.2   13,047 47.0   27,079 47.2 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

                    

１ 荷造運賃   994     961     2,029     

２ 広告宣伝費   1,138     1,301     2,370     

３ 販売促進費   5,219     5,172     10,810     

４ 給料・賞与   1,679     1,469     3,652     

５ 賞与引当金繰入額   283     273     275     

６ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

  31     29     65     

７ 貸倒引当金繰入額   4     －     －     

８ 減価償却費   127     100     252     

９ その他   3,021 12,501 44.5 2,791 12,100 43.6 5,862 25,317 44.1 

営業利益     765 2.7   946 3.4   1,762 3.1 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   0     0     0     

２ 受取配当金   48     57     65     

３ 不動産賃貸収入   52     60     122     

４ 負ののれん償却額   73     98     169     

５ その他   47 221 0.8 52 270 1.0 147 505 0.9 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   55     67     118     

２ 不動産賃貸費用   20     21     61     

３ 債権譲渡損    15     23     33     

４ 固定資産除却損   14     18     84     

５ その他   14 120 0.4 40 171 0.6 93 392 0.7 

経常利益     867 3.1   1,045 3.8   1,875 3.3 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                     

１ 投資有価証券 
売却益 

  170     0     170     

２ 子会社株式売却益    208     －     208     

３ 貸倒引当金戻入益   12     －     79     

４ 保証金戻入益   10 400 1.4 － 0 0.0 10 468 0.8 

Ⅶ 特別損失                     

１ 従業員退職金   25     －     25     

２  たな卸資産評価損   16     －     16     

３  のれん一括償却額   143     －     165     

４ 固定資産除却損 ※１ 42     4     70     

５  減損損失 ※２ 114     211     371     

６ 店舗解約損   12     －     63     

７ 会員権退会損   8     10     8     

８ 閉鎖店舗家賃   1     2     2     

９ 投資有価証券 
評価損 

  －     1     －     

10 リース解約損   0     －     1     

11 貸倒引当金繰入額   － 364 1.3 － 229 0.9 6 731 1.3 

税金等調整前 
中間（当期） 
純利益 

    903 3.2   816 2.9   1,612 2.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

  446     415     560     

法人税等調整額   166 613 2.2 8 424 1.5 274 834 1.5 

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    6 0.0   △23 △0.1   △109 △0.2 

中間（当期） 
純利益 

    283 1.0   415 1.5   887 1.5 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

   前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,502 6,491 15,559 △453 25,100 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △292   △292 

役員賞与（注）     △14   △14 

中間純利益      283   283 

自己株式の取得       △16 △16 

自己株式の処分   0   1 1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 

           （百万円） 
－ 0 △23 △14 △37 

平成18年９月30日 残高（百万円） 3,502 6,491 15,535 △467 25,062 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
   評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 1,589 △3,430 △1,841 519 23,778 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         △292 

役員賞与（注）         △14 

中間純利益          283 

自己株式の取得         △16 

自己株式の処分         1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△608 － △608 △129 △738 

中間連結会計期間中の変動額合計 

           （百万円） 
△608 － △608 △129 △775 

平成18年９月30日 残高（百万円） 980 △3,430 △2,449 389 23,002 



   当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 3,502 6,492 15,837 △480 25,352 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △292   △292 

中間純利益      415   415 

自己株式の取得       △15 △15 

自己株式の処分   0   0 0 

土地再評価差額金の取崩額     △5   △5 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 

           （百万円） 
― 0 117 △15 102 

平成19年９月30日 残高（百万円） 3,502 6,492 15,955 △495 25,454 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
   評価・換算 
   差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 821 △3,420 △2,599 234 22,987 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △292 

中間純利益          415 

自己株式の取得         △15 

自己株式の処分         0 

土地再評価差額金の取崩額         △5 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△207 5 △201 △23 △225 

中間連結会計期間中の変動額合計 

           （百万円） 
△207 5 △201 △23 △122 

平成19年９月30日 残高（百万円） 613 △3,414 △2,801 211 22,864 



   前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 3,502 6,491 15,559 △453 25,100 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △292   △292 

剰余金の配当     △292   △292 

役員賞与（注）     △14   △14 

当期純利益      887   887 

自己株式の取得       △30 △30 

自己株式の処分   0   3 4 

土地再評価差額金の取崩額     △10   △10 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        ― 

連結会計年度中の変動額合計 
           （百万円） ― 0 278 △26 251 

平成19年３月31日 残高（百万円） 3,502 6,492 15,837 △480 25,352 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金    評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 1,589 △3,430 △1,841 519 23,778 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △292 

剰余金の配当         △292 

役員賞与（注）         △14 

当期純利益          887 

自己株式の取得         △30 

自己株式の処分         4 

土地再評価差額金の取崩額         △10 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） △768 10 △758 △284 △1,042 

連結会計年度中の変動額合計 
           （百万円） 

△768 10 △758 △284 △790 

平成19年３月31日 残高（百万円） 821 △3,420 △2,599 234 22,987 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 税金等調整前中間（当期） 
純利益 

  903 816 1,612 

２ 減価償却費   553 513 1,134 

３ 減損損失   114 211 371 

４ のれん償却額    70 △98 △3 

５ 貸倒引当金の増減額 
（減少は△） 

  △58 3 △201 

６ 賞与引当金の増減額 
（減少は△） 

  15 5 3 

７ 退職給付引当金の増減額 
（減少は△） 

  △191 △57 △374 

８ 役員退職慰労引当金の 
増減額（減少は△） 

  23 27 56 

９ 受取利息及び受取配当金   △48 △58 △65 

10 支払利息   55 67 118 

11 投資有価証券売却益   △170 △0 △170 

12 子会社株式売却益    △208 － △208 

13 たな卸資産評価損    16 － 16 

14 投資有価証券評価損    － 1 － 

15 会員権退会損    8 10 8 

16 その他の営業外損益   19 13 48 

17 販売費及び一般管理費   23 23 43 

18 有形固定資産の除・売却損益   13 18 94 

19 役員賞与支払額   △9 － △9 

20 売上債権の増減額 
（増加は△） 

  △796 △734 △274 

21 たな卸資産の増減額 
（増加は△） 

  △246 28 △309 

22 仕入債務の増減額 
（減少は△） 

  921 237 953 

23 未払金・未払費用の増減額
（減少は△） 

  145 △25 73 

24 未払消費税等の増減額 
（減少は△） 

  △27 10 △28 

25 その他資産・負債の増減額   227 △21 229 

小計   1,354 992 3,119 

26 利息及び配当金の受取額   48 58 65 

27 利息の支払額   △54 △65 △117 

28 法人税等の支払額   △947 △167 △1,661 

29 法人税等の還付額   0 318 0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  400 1,136 1,405 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 有形・無形固定資産の取得 
による支出 

  △493 △537 △913 

２ 有形固定資産の売却 
による収入 

  4 26 48 

３ 投資有価証券の取得 
による支出 

  △758 △732 △1,354 

４ 投資有価証券の売却 
による収入 

  489 0 490 

５ 子会社株式の売却 
によるキャッシュの減少 

  △204 － △204 

６ 連結子会社株式の追加取得 
による支出 

  － － △0 

７ 保証金の支出   △82 △18 △114 

８ 保証金の返還による収入   164 105 365 

９ その他投資に係る収支   5 0 △15 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △875 △1,155 △1,698 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

１ 短期借入金の純増減額   － 978 500 

２ 長期借入金の返済による支出   △340 △294 △640 

３ 自己株式の取得による支出   △16 △15 △30 

４ 自己株式の売却による収入   1 0 4 

５ 配当金の支払額   △270 △291 △584 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △625 378 △751 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額
（減少は△） 

  △1,100 358 △1,044 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   6,680 5,636 6,680 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  5,580 5,995 5,636 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 
  
  
  

(1) 連結子会社の数 ８社 
連結子会社の名称 
㈱サンフレックス永谷園 
㈱オクトス 
㈱ニシエイ 
㈱花笠食品 
㈱サンマーチ 
㈱ユニネット 
㈱アルファウェーブ 
㈱新日本通商 

 前連結会計年度まで連結子会

社に含めていた㈱エックスヴィ

ンについては、全保有株式を売

却したことにより連結子会社か

ら除外しております。 

(1) 連結子会社の数 ６社 
連結子会社の名称 
㈱サンフレックス永谷園 
㈱オクトス 
㈱ニシエイ 
㈱花笠食品 
㈱ユニネット 
㈱アルファウェーブ 
  
  

  

(1) 連結子会社の数 ６社 
連結子会社の名称 
㈱サンフレックス永谷園 
㈱オクトス 
㈱ニシエイ 
㈱花笠食品 
㈱ユニネット 
㈱アルファウェーブ 

  
  

  前連結会計年度まで連結子会

社に含めていた㈱エックスヴィ

ンについては、全保有株式を売

却したことにより連結子会社か

ら除外しております。  

 また、前連結会計年度まで連

結子会社に含めていた㈱サンマ

ーチは㈱サンフレックス永谷園

を存続会社とした合併により、

㈱新日本通商は㈱ニシエイを存

続会社とした合併により消滅し

ております。 

  
  
  

(2) 主要な非連結子会社の名称 

上海永谷園食品貿易有限公

司 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

上海永谷園食品貿易有限公

司 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

上海永谷園食品貿易有限公

司 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  
  
  

  
  

  

  
  

  

  なお、前連結会計年度まで非

連結会社に含めていた㈱セ・

デ・べ・ジャポンについては、

全保有株式を売却したことによ

り非連結子会社から除外してお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事
項 

 持分法を適用していない非連結

子会社の上海永谷園食品貿易有限

公司他１社は、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 持分法を適用していない非連結

子会社の上海永谷園食品貿易有限

公司他１社は、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

 持分法を適用していない主要な

非連結子会社の上海永谷園食品貿

易有限公司は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

３ 連結子会社の中間決算日
（決算日）等に関する事
項 

 中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等 

 ㈱サンマーチの中間決算日は８

月31日であります。中間連結財務

諸表を作成するに当たっては、同

日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 その他の連結子会社の中間決算
日と中間連結決算日は一致してお
ります。 

 全ての連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は一致しており

ます。 

 全ての連結子会社の決算日と連

結決算日は一致しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事
項 

  
  
  

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

子会社株式 
     移動平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

 ――――――― 
    

(1) 重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

 ――――――― 

  
  
  

その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算
定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算期末日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価
は移動平均法により算
定） 

  
  

時価のないもの 
  移動平均法による原価 
法 

     （会計方針の変更） 
  従来、有価証券の評価
方法につきましては総平
均法によっておりました
が、当中間連結会計期間
より移動平均法に変更し
ております。この変更
は、有価証券取引の売却
損益を速やかに確定する
ためのものであります。 
  なお、この変更による
税金等調整前中間純利益
に与える影響は軽微であ
ります。 

時価のないもの 
  同左 

  
 ――――――― 
   
  

時価のないもの 
 移動平均法による原価
法 

   （会計方針の変更） 
  従来、有価証券の評価
方法につきましては総平
均法によっておりました
が、当連結会計年度より
移動平均法に変更してお
ります。この変更は、有
価証券取引の売却損益を
速やかに確定するための
ものであります。 
  なお、この変更により
税金等調整前当期純利益
が28百万円増加しており
ます。 

  
  

② たな卸資産 
  主として月別移動平均法に 
よる原価法 

② たな卸資産 
同左 

② たな卸資産 
同左 

  
  
  

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 
 ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物（付属設備
を除く）については、定額法
を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
① 有形固定資産 
 定率法を採用しております。 
  ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物（付属設備
を除く）については、定額法
を採用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 
① 有形固定資産 
 定率法を採用しております。 
  ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物（付属設備
を除く）については、定額法
を採用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 

  建物及び構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置 
及び運搬具 

２～15年

   ―――――――  （会計方針の変更） 
  当社及び連結子会社は、法人税
法の改正に伴い、当中間連結会計
期間より、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産につい
て、改正後の法人税法に基づく減
価償却の方法に変更しておりま
す。 
  これにより営業利益、経常利益
及び税金等調整前中間純利益は、
それぞれ10百万円減少しておりま
す。 
  なお、セグメント情報に与える
影響は当該箇所に記載しておりま
す。 

 ――――――― 

  
  

② 無形固定資産 
 定額法を採用しておりま
す。 
 なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しておりま
す。 

② 無形固定資産 
同左 

② 無形固定資産 
同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
  
  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 当中間連結会計期間末保有

の債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 当連結会計年度末保有の債

権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

  
  

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  
  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社は当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。な

お、連結子会社については簡

便法により計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社は当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、連結

子会社については簡便法によ

り計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理することとし

ております。 

  
  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、連結会社各社の

内規に基づく当中間連結会計

期間末要支給見積額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、連結会社各社の

内規に基づく当連結会計年度

末要支給見積額を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
  

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  
  
  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてお

り、特例処理を採用しており

ます。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  
  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…金利スワップ 

ヘッジ対象 

…長期借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  
  

③ ヘッジ方針 

 当社グループでは社内規定

に基づき、将来の金利変動リ

スクを回避する目的で行って

おります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  
  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、金

融商品に係る会計基準に基づ

き有効性の判定を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  
  

(6) 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書（連結キャッ
シュ・フロー計算書）に
おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、要求払預

金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっており

ます。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準）    

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は22,612百万円でありま

す。 

  なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ―――――――― 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準）    

  当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は、22,752百万円であります。 

  なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間において、固定負債の「連結調 

 整勘定」として掲記されていたものは、当中間連結会 

 計期間より「負ののれん」と表示しております。 

―――――――― 

   

  

（中間連結損益計算書） 

１  前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし 

 た「収入家賃」（当中間連結会計期間３百万円）は、 

 金額的重要性がないため、当中間連結会計期間より営 

 業外収益の「その他」に含めて表示することとしまし 

 た。 

２  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却 

 額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期 

 間より「負ののれん償却額」と表示しております。  

３  前中間連結会計期間において営業外費用の「その 

 他」に含めて表示しておりました「債権譲渡損」は、 

 営業外費用総額の100分の10を超えたため、当中間連結 

 会計期間より区分掲記することとしました。 

  なお、前中間連結会計期間における営業外費用「そ 

 の他」に含まれている「債権譲渡損」は、９百万円で 

 あります。 

４  前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし 

 た「たな卸資産廃棄損」（当中間連結会計期間１百万 

 円）は、営業外費用総額の100分の10以下となったた 

 め、当中間連結会計期間より営業外費用の「その他」 

 に含めて表示することとしました。   

―――――――― 

  

  

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

１  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却 

 額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期 

 間より「のれん償却額」と表示しております。 

２ 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりま 

 した「短期貸付けによる支出」（当中間連結会計期間 

 ０百万円）は、金額的重要性がないため、当中間連結 

 会計期間より「その他投資に係る収支」に含めて表示 

 することとしました。 

 ―――――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

16,703百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

     16,786百万円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      16,465百万円 

  
※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

建物及び 
構築物 

926百万円 (141百万円)

機械装置 
及び運搬具 

 31 ( 31   )

土地 1,273 (269   )

その他  0 ( 0   )

計 2,231 (441    )

建物及び 
構築物 

  897百万円 (131百万円)

機械装置 
及び運搬具

 31 ( 31   )

土地   1,273 (269      )

その他  0 (  0      )

計 2,202 (432      )

建物及び
構築物 

   905百万円 (136百万円)

機械装置 
及び運搬具

 31 ( 31   )

土地   1,337 (269   )

その他  0 ( 0   )

計 2,274 (436    )

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

短期借入金 460百万円 (160百万円)

長期借入金  1,366 (469   )

計 1,827 (630   )

短期借入金    442百万円 (142百万円)

長期借入金    924 (326      )

計 1,366 (469      )

短期借入金 460百万円 (160百万円)

長期借入金 1,136 (389   )

計 1,597 (549   )

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

  

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

  
 ※３ のれん及び負ののれんの表示 

 のれん及び負ののれんは、相殺表示し 

ております。相殺前の金額は、次のとお

りであります。  

のれん 45百万円

負ののれん  707 

差引 661 

 ※３     ─────── 

  

 ※３     ─────── 

  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円

 解体撤去費用他  42 

 計 42 

 解体撤去費用他  4百万円

    

 機械装置及び運搬具   1百万円

 ソフトウェア 7 

 その他  61 

 計 70 

※２ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

※２ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

※２ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

場所 
 事業の種 
 類別セグ 
 メント 

用途 種類 減損損失 

東京都他 

（４件） 
 外食事業 

店舗資産 

(外食店舗) 

建物及び 

構築物等 
112百万円 

東京都 

（２件） 

 その他の 

 事業  

店舗資産 

(鍼灸店舗) 

建物及び 

構築物等 
1百万円 

計 ―  ― ― 114百万円 

場所 用途 種類 減損損失 

埼玉県他 

（３件） 

店舗資産 

(外食店舗) 

建物及び 

構築物等 
 210百万円

東京都 

（１件） 

店舗資産 

(鍼灸店舗) 

建物及び 

構築物等 
 0百万円

計 ― ―  211百万円

場所 用途 種類 減損損失 

東京都他 

（９件） 

店舗資産 

(外食店舗) 

建物及び 

構築物等 
359百万円

東京都 

（５件） 

店舗資産 

(鍼灸店舗) 

建物及び 

構築物等 
 11百万円

東京都 

（１件） 
賃貸資産 

建物及び 

構築物等 
 1百万円

計 ― ― 371百万円

 当社グループは、事業の種類別セグメ

ントを基礎とし、管理会計上の単位ごと

にグルーピングを行っており、店舗資産

については、それぞれの個別物件ごとに

グルーピングを行っております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び処分予定

である資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当期減少額を減損損

失（114百万円）として特別損失に計上

しております。 

  なお、上記資産グループのうち、外食 

店舗３件及び鍼灸店舗１件については、 

当中間連結会計期間末において撤退して 

おります。  

 また、上記資産グループの回収可能価

額は、その残存価額に重要性が乏しいた

め、残存価額を基に算定した正味売却価

額によっております。 

 当社グループは、事業の種類別セグメ

ントを基礎とし、管理会計上の単位ごと

にグルーピングを行っており、店舗資産

については、それぞれの個別物件ごとに

グルーピングを行っております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び処分予定

である資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当期減少額を減損損

失（211百万円）として特別損失に計上

しております。 

  なお、上記資産グループのうち、鍼灸

店舗１件については、当中間連結会計期

間末において撤退しております。  

 また、上記資産グループの回収可能価

額は、その残存価額に重要性が乏しいた

め、残存価額を基に算定した正味売却価

額によっております。 

 当社グループは、事業の種類別セグメ

ントを基礎とし、管理会計上の単位ごと

にグルーピングを行っており、店舗資産

及び賃貸資産については、それぞれの個

別物件ごとにグルーピングを行っており

ます。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループ及び処分予定

である資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当期減少額を減損損

失（371百万円）として特別損失に計上

しております。 

  なお、上記資産グループのうち、外食 

店舗３件、鍼灸店舗１件及び賃貸資産１

件については、当連結会計年度において

撤退しております。  

 また、上記資産グループの回収可能価

額は、その残存価額に重要性が乏しいた

め、残存価額を基に算定した正味売却価

額によっております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

        前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1 普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    2 普通株式の自己株式の株式数の減少 2千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

    ２ 配当に関する事項 

      (1) 配当金支払額                       

    (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

   発行済株式         

    普通株式 38,277  －  － 38,277  

      合計  38,277 －  － 38,277  

   自己株式         

      普通株式 （注） 558 17 2 574 

合計  558  17  2 574  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 292  7.75   平成18年３月31日  平成18年６月30日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 292  利益剰余金 7.75   平成18年９月30日  平成18年12月８日



        当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

   １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1 普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    2 普通株式の自己株式の株式数の減少 0千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

    ２ 配当に関する事項 

      (1) 配当金支払額                       

    (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

   発行済株式         

    普通株式 38,277 －  － 38,277  

      合計 38,277 －  － 38,277  

   自己株式         

      普通株式 （注） 588  17 0 605 

合計  588  17  0 605  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 292  7.75   平成19年３月31日  平成19年６月29日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 291  利益剰余金 7.75   平成19年９月30日  平成19年12月７日



        前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1 普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    2 普通株式の自己株式の株式数の減少 4千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

    ２ 配当に関する事項 

      (1) 配当金支払額                       

    (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末株

式数（千株） 

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末株

式数（千株） 

   発行済株式         

    普通株式 38,277  －  － 38,277 

      合計 38,277 －  －  38,277 

   自己株式         

      普通株式 （注）  558  34 4 588 

合計  558  34  4 588 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  292  7.75  平成18年３月31日  平成18年６月30日

平成18年11月10日 

取締役会  
普通株式 292 7.75 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  292 利益剰余金 7.75   平成19年３月31日  平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係（平成18年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係（平成19年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,580百万円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金他 

 ― 

現金及び現金同等物  5,580 

現金及び預金勘定 5,995百万円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金他 

 ―  

現金及び現金同等物 5,995 

現金及び預金勘定      5,636百万円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金他 

 ―  

現金及び現金同等物       5,636 



（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築物 33 6 ― 27 

機械装置 
及び運搬具 

1,280 719 ― 561 

その他（工具 
器具備品） 

545 268 22 253 

無形固定資産 86 29 ― 56 

合計 1,946 1,023 22 899 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構築物 3 2 ― 0 

機械装置 
及び運搬具 

1,115 488 ― 626 

その他（工具 
器具備品） 

456 264 40 151 

無形固定資産 91 31 ― 60 

合計 1,666 787 40 838 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び構築物 30 3 ― 26 

機械装置 
及び運搬具 

1,085 532 ― 552 

その他（工具
器具備品） 

496 262 18 216 

無形固定資産 95 39 ― 55 

合計 1,707 837 18 851 

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額及 

  びリース資産減損勘定中間期末残高 

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額及 

  びリース資産減損勘定中間期末残高 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及び 

  リース資産減損勘定期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 358百万円

１年超 582 

合計 941 

１年以内    320百万円

１年超 568 

合計 889 

１年以内    337百万円

１年超 545 

合計 883 

リース資産減損勘定中間期末残高 

22百万円 

リース資産減損勘定中間期末残高 

  34百万円 

リース資産減損勘定期末残高 

 16百万円 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

支払リース料 227百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

2百万円

減価償却費相当額 215百万円

支払利息相当額 10百万円

減損損失 19百万円

支払リース料    187百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

 3百万円

減価償却費相当額    177百万円

支払利息相当額   10百万円

減損損失   21百万円

支払リース料    419百万円

リース資産減損勘定
の取崩額 

 3百万円

減価償却費相当額    392百万円

支払利息相当額   21百万円

減損損失   33百万円

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額 

  を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

     リース料総額とリース物件の取得価額 

   相当額との差額を利息相当額とし、各期 

   への配分方法については、利息法によっ 

  ております。   

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

      

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 0 

合計 1 

１年以内  1百万円

１年超 3 

合計 4 

１年以内  1百万円

１年超 4 

合計 5 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 4,773 6,414 1,640 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 20 34 14 

(3) その他 ― ― ― 

合計 4,793 6,448 1,654 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 234 

② 国債・地方債等 3 

③ 非上場国内債券 5 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 6,006 7,021 1,015 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 6,006 7,021 1,015 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 348 

② 国債・地方債等 3 

③ 非上場国内債券 5 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日）、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日）及び前連結会計

年度末（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いておりま

す。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 5,275 6,638 1,363 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 5,275 6,638 1,363 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

① 非上場株式 348 

② 国債・地方債等 3 

③ 非上場国内債券 5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① 食料品事業……………主に和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造及び販売事業 

② 外食事業………………主に和食レストラン事業 

③ その他の事業…………主に鍼灸・マッサージ事業 

３ 全ての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① 食料品事業……………主に和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造及び販売事業 

② 外食事業………………主に和食レストラン事業 

③ その他の事業…………主に鍼灸・マッサージ事業 

３ 全ての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (２)重要な減価

償却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産(会計方針の変更)」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。これにより当中間連結会計期間における「食料品事業」の営業費用は９百

万円増加し、営業利益が同額減少しております。なお、「外食事業」及び「その他の事業」の営業費用並びに

営業損益に与える影響は軽微であります。 

  
食料品事業 
（百万円） 

外食事業 
（百万円） 

その他の 
事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 26,329 1,504 287 28,121 ― 28,121 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
0 8 7 16 (16) ― 

計 26,330 1,512 294 28,137 (16) 28,121 

営業費用 25,565 1,565 270 27,400 (44) 27,355 

営業利益又は営業損失（△） 764 △52 24 737 28 765 

  
食料品事業 
（百万円） 

外食事業 
（百万円） 

その他の 
事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 26,380 1,119 249 27,748 ― 27,748 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
0 9 5 16 (16) ― 

計 26,380 1,129 255 27,764 (16) 27,748 

営業費用 25,411 1,177 234 26,823 (21) 26,802 

営業利益又は営業損失（△） 968 △48 20 941 5 946 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① 食料品事業……………主に和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造及び販売事業 

② 外食事業………………主に和食レストラン事業 

③ その他の事業…………主に鍼灸・マッサージ事業 

     ３ 全ての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月 

  １日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月 

  １日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
食料品事業 
（百万円） 

外食事業 
（百万円） 

その他の 
事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 54,134 2,703 540 57,379 ― 57,379 

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
1 18 14 34 (34) ― 

計 54,136 2,722 554 57,413 (34) 57,379 

営業費用 52,307 2,855 526 55,688 (71) 55,616 

営業利益又は営業損失（△） 1,828 △132 28 1,724 37 1,762 



（１株当たり情報） 

  
（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2)【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 599.75円

１株当たり中間純利

益金額 
7.50円

１株当たり純資産額     601.33円

１株当たり中間純利

益金額 
    11.02円

１株当たり純資産額     603.69円

１株当たり当期純利

益金額 
     23.53円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 283 415 887 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
283 415 887 

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,712 37,681 37,704 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   4,908     5,544     5,123     

２ 受取手形   28     18     13     

３ 売掛金   6,735     6,846     6,167     

４ たな卸資産   5,621     5,738     5,811     

５ 関係会社 
短期貸付金 

  2,122     1,930     2,151     

６ その他   613     874     919     

流動資産合計     20,030 48.8   20,952 50.0   20,187 49.4 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1) 建物   1,987     1,884     1,916     

(2) 機械及び装置   1,728     1,448     1,522     

(3) 土地   6,621     6,609     6,616     

(4) その他   498     524     473     

有形固定資産合計 ※ 10,836     10,467     10,529     

２ 無形固定資産   199     152     162     

３ 投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   6,669     7,361     6,979     

(2) その他   3,516     3,131     3,175     

貸倒引当金   △221     △164     △160     

投資その他の 
資産合計 

  9,964     10,329     9,993     

固定資産合計     21,000 51.2   20,948 50.0   20,685 50.6 

資産合計     41,031 100.0   41,900 100.0   40,872 100.0 

                     

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金   6,109     6,617     6,423     

２ 短期借入金   3,000     4,500     3,500     

３ １年以内返済 
予定長期借入金 

  －     3,000     3,000     

４ 関係会社 
短期借入金 

  1,340     700     1,050     

５ 未払金   4,013     3,931     3,971     

６ 未払法人税等   279     373     118     

７ 未払消費税等   74     105     91     

８ 賞与引当金   336     336     344     

９ その他   486     463     347     

流動負債合計     15,640 38.1   20,028 47.8   18,847 46.1 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金   3,000     －     －     

２ 退職給付引当金   486     221     307     

３ 役員退職慰労 
引当金 

  684     743     713     

４ その他   662     590     614     

固定負債合計     4,833 11.8   1,554 3.7   1,635 4.0 

負債合計     20,473 49.9   21,583 51.5   20,482 50.1 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     3,502 8.5   3,502 8.4   3,502 8.6 

２ 資本剰余金                     

 (1) 資本準備金   6,409     6,409     6,409     

 (2) その他資本 

   剰余金  
  42     42     42     

   資本剰余金合計     6,451 15.7   6,452 15.4   6,452 15.8 

３ 利益剰余金                      

 (1) 利益準備金   875     875     875     

 (2) その他利益 

     剰余金  
                    

   別途積立金   12,150     12,150     12,150     

    繰越利益剰余金   495     635     490     

   利益剰余金合計     13,521 33.0   13,660 32.6   13,516 33.1 

４ 自己株式      △467 △1.1   △495 △1.2   △480 △1.2 

  株主資本合計     23,008 56.1   23,120 55.2   22,991 56.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評

価差額金 
    979 2.4   612 1.5   819 2.0 

２ 土地再評価差額金     △3,430 △8.4   △3,414 △8.2   △3,420 △8.4 

  評価・換算 

  差額等合計 
    △2,451 △6.0   △2,802 △6.7   △2,600 △6.4 

  純資産合計     20,557 50.1   20,317 48.5   20,390 49.9 

  負債純資産合計     41,031 100.0   41,900 100.0   40,872 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     24,891 100.0   25,898 100.0   52,103 100.0 

Ⅱ 売上原価     13,836 55.6   14,343 55.4   29,011 55.7 

売上総利益     11,055 44.4   11,555 44.6   23,091 44.3 

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    10,667 42.8   10,726 41.4   21,983 42.2 

営業利益     387 1.6   829 3.2   1,107 2.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   131 0.5   124 0.5   237 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２   81 0.3   129 0.5   285 0.6 

経常利益     438 1.8   824 3.2   1,060 2.0 

Ⅵ 特別利益 ※３   170 0.6   0 0.0   170 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４   29 0.1   11 0.1   110 0.2 

税引前中間 
（当期）純利益 

    578 2.3   813 3.1   1,119 2.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

  258     352     417     

法人税等調整額   105 364 1.4 19 371 1.4 191 608 1.1 

中間（当期） 
純利益 

    213 0.9   442 1.7   511 1.0 

                      



③【中間株主資本等変動計算書】 

  前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
                  （百万円） 

3,502 6,409 41 6,451 875 12,150 585 13,611 △453 23,112 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △292 △292   △292 

役員賞与（注）             △11 △11   △11 

中間純利益             213 213   213 

自己株式の取得                 △16 △16 

自己株式の処分     0 0         1 1 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                  ― 

中間会計期間中の変動額合計 

         （百万円） 
－ － 0 0 － － △89 △89 △14 △103 

平成18年９月30日 残高 

         （百万円） 
3,502 6,409 42 6,451 875 12,150 495 13,521 △467 23,008 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
   評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

                  （百万円） 
1,587 △3,430 △1,843 21,269 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）       △292 

役員賞与（注）       △11 

中間純利益       213 

自己株式の取得       △16 

自己株式の処分       1 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△608 － △608 △608 

中間会計期間中の変動額合計 

         （百万円） 
△608 － △608 △711 

平成18年９月30日 残高 

         （百万円） 
979 △3,430 △2,451 20,557 



  当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成19年３月31日 残高 
                  （百万円） 

3,502 6,409 42 6,452 875 12,150 490 13,516 △480 22,991 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当             △292 △292   △292 

中間純利益             442 442   442 

自己株式の取得                 △15 △15 

自己株式の処分     0 0         0 0 

土地再評価差額金の取崩額             △5 △5   △5 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                  ― 

中間会計期間中の変動額合計 

         （百万円） 
－ － 0 0 － － 144 144 △15 129 

平成19年９月30日 残高 

         （百万円） 
3,502 6,409 42 6,452 875 12,150 635 13,660 △495 23,120 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
   評価・換算 
   差額等合計 

平成19年３月31日 残高 

                  （百万円） 
819 △3,420 △2,600 20,390 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △292 

中間純利益       442 

自己株式の取得       △15 

自己株式の処分       0 

土地再評価差額金の取崩額       △5 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△207 5 △201 △201 

中間会計期間中の変動額合計 

         （百万円） 
△207 5 △201 △72 

平成19年９月30日 残高 

         （百万円） 
612 △3,414 △2,802 20,317 



  前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備

金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
                  （百万円） 

3,502 6,409 41 6,451 875 12,150 585 13,611 △453 23,112 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当（注）             △292 △292   △292 

剰余金の配当             △292 △292   △292 

役員賞与（注）             △11 △11   △11 

当期純利益             511 511   511 

自己株式の取得                 △30 △30 

自己株式の処分     0 0         3 4 

土地再評価差額金の取崩額             △10 △10   △10 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
                  ― 

事業年度中の変動額合計 

         （百万円） 
－ － 0 0 － － △94 △94 △26 △121 

平成19年３月31日 残高 

         （百万円） 
3,502 6,409 42 6,452 875 12,150 490 13,516 △480 22,991 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
   評価・換算 
   差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

                  （百万円） 
1,587 △3,430 △1,843 21,269 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △292 

剰余金の配当       △292 

役員賞与（注）       △11 

当期純利益       511 

自己株式の取得       △30 

自己株式の処分       4 

土地再評価差額金の取崩額       △10 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額（純額） 
△768 10 △757 △757 

事業年度中の変動額合計 

         （百万円） 
△768 10 △757 △878 

平成19年３月31日 残高 

         （百万円） 
819 △3,420 △2,600 20,390 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  

  

  

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  

  

  時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

     （会計方針の変更） 

  従来、有価証券の評価

方法につきましては総平

均法によっておりました

が、当中間会計期間より

移動平均法に変更してお

ります。この変更は、有

価証券取引の売却損益を

速やかに確定するための

ものであります。 

  なお、この変更による

税引前中間純利益に与え

る影響は軽微でありま

す。 

  時価のないもの 

同左 

 ――――――― 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

   （会計方針の変更） 

  従来、有価証券の評価

方法につきましては総平

均法によっておりました

が、当事業年度より移動

平均法に変更しておりま

す。この変更は、有価証

券取引の売却損益を速や

かに確定するためのもの

であります。 

  これにより、税引前当

期純利益が28百万円増加

しております。 

  

  

(2) たな卸資産 

月別移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（付属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（付属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（付属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物 ３～50年

機械及び装置 ２～13年

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～13年

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～13年

   ―――――――   （会計方針の変更）  

 法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資

産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は、それぞれ５百

万円減少しております。 

 ――――――― 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 

  

(1) 貸倒引当金 

 当中間会計期間末保有の債権

の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

 当事業年度末保有の債権の貸

倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

  

  

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処理するこ

ととしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左  

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処理するこ

ととしております。 

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく当

中間会計期間末要支給見積額を

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく当

事業年度末要支給見積額を計上

しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしており、

特例処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…長期借入金利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(3) ヘッジ方針 

 当社では社内規定に基づき、

将来の金利変動リスクを回避す

る目的で行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、金融商

品に係る会計基準に基づき有効

性の判定を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は20,557百万円であります。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

  ―――――――― 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に 

  関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は20,390百万円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

12,124百万円 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

      11,971百万円 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

     11,804 百万円 

      

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 12百万円

 受取配当金 47百万円

 不動産賃貸収入 49百万円

 収入家賃 3百万円

 受取利息 14百万円

 受取配当金 57百万円

 不動産賃貸収入 40百万円

 収入家賃 3百万円

 受取利息 25百万円

 受取配当金 64百万円

 不動産賃貸収入 95百万円

 収入家賃 6百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 31百万円

 不動産賃貸費用 12百万円

 債権譲渡損 15百万円

 固定資産除却損 13百万円

 支払利息 48百万円

 不動産賃貸費用 11百万円

 債権譲渡損 23百万円

 固定資産除却損 15百万円

 支払利息 72百万円

 不動産賃貸費用 39百万円

 金融サービス手数料 34百万円

 債権譲渡損 33百万円

 固定資産除却損 83百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

 投資有価証券売却益 170百万円  投資有価証券売却益 0百万円  投資有価証券売却益 170百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 子会社株式売却損 21百万円

 会員権退会損 8百万円

 会員権退会損 10百万円

 投資有価証券評価損 1百万円

 子会社株式評価損 78百万円

 子会社株式売却損 21百万円

 会員権退会損 8百万円

 貸倒引当金繰入額 3百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

 有形固定資産 327百万円

 無形固定資産 41百万円

 有形固定資産    302百万円

 無形固定資産   42百万円

 有形固定資産    675百万円

 無形固定資産   84百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

       前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 2千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

       当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 0千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

       前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少 4千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

      普通株式 （注） 558 17 2 574 

合計  558  17  2 574  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

      普通株式 （注）  588  17 0 605 

合計  588  17  0 605  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加 

株式数（千株） 

当事業年度減少 

株式数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

      普通株式 （注）  558 34 4 588 

合計  558  34  4 588  



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び中間期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償 

  却累計額相当額、減損損失累計額相当額 

  及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 148 125 22 

車両運搬具 5 1 4 

工具器具備品 345 167 178 

無形固定資産 55 25 30 

合計 555 320 234 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 129 61 67

車両運搬具 5 2 2

工具器具備品 306 172 134

無形固定資産 61 23 37

合計 503 261 242

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 72 58 13

車両運搬具 5 2 3

工具器具備品 345 176 168

無形固定資産 55 32 23

合計 478 269 209

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額及 

  びリース資産減損勘定中間期末残高 

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額及 

  びリース資産減損勘定中間期末残高 

 ② 未経過リース料期末残高相当額及び 

  リース資産減損勘定期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 108百万円

１年超 130 

合計 239 

１年以内    99百万円

１年超 145 

合計 245 

１年以内    101百万円

１年超 111 

合計 212 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の 

  取崩額、減価償却費相当額、支払利息相 

  当額及び減損損失 

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 71百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料   62百万円

減価償却費相当額   60百万円

支払利息相当額  2百万円

支払リース料    137百万円

減価償却費相当額    130百万円

支払利息相当額  4百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

      

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 0 

合計 1 

１年以内  1百万円

１年超 3 

合計 4 

１年以内  1百万円

１年超 4 

合計 5 

      

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

 同左 

（減損損失について） 

 同左 



（有価証券関係） 

  前中間会計期間末（平成18年９月30日）、当中間会計期間末（平成19年９月30日）及び前事業年度末（平成19

年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

  
 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 545.23円

１株当たり中間純利

益金額 
5.67円

１株当たり純資産額     539.33円

１株当たり中間純利

益金額 
  11.73円

１株当たり純資産額     541.00円

１株当たり当期純利

益金額 
  13.55円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 213 442 511 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
213 442 511 

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,712 37,681 37,704 



(2)【その他】 

平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額              291百万円 

(2) １株当たりの金額                  7円75銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月７日 

    （注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対

し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第54期）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第54期）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出 

平成19年９月12日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

株 式 会 社 永 谷 園 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社永谷園の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社永谷園及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 野 康 一 

      

至 誠 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 住 田 光 生 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 村 智 明 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月２０日

株式会社永谷園  

  取締役会 御中      

  新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 禎良 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 和弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 康一 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社永谷園の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９

年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社永谷園及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

株 式 会 社 永 谷 園 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社永谷園の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社永

谷園の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 野 康 一 

      

至 誠 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 住 田 光 生 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 村 智 明 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年１２月２０日

株式会社永谷園  

  取締役会 御中      

  新 日 本 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 禎良 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 和弘 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 佐野 康一 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社永谷園の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５５期事業年度の中間会計期間（平成１９

年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社永谷園の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月１

日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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